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第９期北海道総合開発計画の主要施策の一つである「食料安全保障を支える農林水産業・
食関連産業の持続的な発展」の推進のため、昨年度（令和６年度）「北海道の食品工業の
付加価値に関する調査」を実施した。その結果等を踏まえ、北海道の食品工業の付加価値
を高めるため、また、伸ばしていくための方策を検討する。

１ 調査の背景・目的

食品工業の付加価値率の推移
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食品工業の付加価値率について、過去１０年間（平成
２６年～令和５年）の全国と北海道を比較したところ、
北海道の付加価値率は年3.8%～6.2%低くなっている。

総生産について、全国と北海道の産業別構成比の割合を比
較したところ、北海道は第1次産業と第3次産業の割合は全
国よりも大きいが、第2次産業の割合は小さい。

北海道の現状

総生産の産業別構成比

※暦年と年度の違いについて産業別構成比の読み取りには問題ない

※食品工業とは「食料品製造業」及び「飲料・たばこ・飼料製造業」の総称（北海道のHPより）



①北海道は食品の原料供給基地であり、原料を大量に生産・出荷する産業構造であるため。また、
そのため薄利多売となるため。

②１次加工や低次加工のものが多いため。
③北海道は消費地が限られており（人口が少ない）、食品の消費量が少なく、大手の食品関連業者

が少ないため。
④野菜や水産の加工場が少ないため。
⑤多品種少量生産の形態の工場が多く、機械化が上手く進められないため。
⑥本州への輸送コストが高いため。

〇令和６年度「北海道の食品工業の付加価値に関する調査」結果の概要

北海道の食品工業の付加価値率が低い大きな要因となっている、「製造出荷額等が高く、かつ
付加価値額が低い製造業（乳製品関係、冷凍水産関連、配合飼料関連）」について、その理由を
関係の10機関・団体へヒアリングを行った。

１ 調査の背景・目的

製造業ごとに異なる理由もあるが、共通の理由は以下のとおりであった。
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（１）調査目的・手法

（２）調査結果



１ 調査の背景・目的

令和６年度の調査結果から見えてきた北海道の食品工業の課題を、更に検討するために、道内で加工した製品の道外への輸送実態、
農業者を支えるJA・道内中小企業の販売戦略、道内での加工割合（道産農産物の利用方法（加工用）の経年変化）、北海道型の加工工
場の特徴（最近の工場整備の動向、裾野産業の数等に注目）、といった視点で、令和７年度に道内の食品関連企業等へのヒアリング
や、新聞、公表情報等の調査を行った。

調査方法追加調査の視点
（令和７年度調査内容）令和６年度の結果

・移出実態調査報告書の分析
・道内の食品関連企業等へのヒアリング

（１）道内で加工した製品の道外への
輸送実態

⑥本州への輸送コストが高いため。

・道内の食品関連企業等へのヒアリング（２）農業者を支えるJA・道内中小企
業の販売戦略

③北海道は消費地が限られており、食品の
消費が少なく、大手の食品関連業者が少
ないため。

・移出実態調査報告書の分析（３）道内での加工割合（道産農産物
の利用方法（加工用）の経年変
化）

①北海道は食品の原料供給基地であり、原
料を大量に生産・出荷する産業構造であ
るため。また、そのため薄利多売となる
ため。

・新聞等の公表情報の分析
・生成AIを使用しての調査

（４）北海道型の加工工場の特徴（最
近の工場整備の動向、裾野産業
の数等に注目）

②１次加工や低次加工のものが多いため。
④野菜や水産の加工場が少ないため。
⑤多品種少量生産の形態の工場が多く、機

械化が上手く進められないため。
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（３）令和７年度に行った調査の考え方



ヒアリング実施日概要企業・JA名番号

令和７年７月４日菓子製造業。「お土産用菓子」などを製造し販売。〇〇製菓株式会社１

令和７年８月４日子会社を設立し、国産冷凍野菜を製造。「ダイスカット」や「乱切
り」などに加工し販売。〇〇商事株式会社２

令和７年８月５日スナック菓子メーカーと業務提携し、工場を建設。「ポテトチップ
ス」などを製造。〇〇農業協同組合３

令和７年９月２２日冷凍食品の製造販売。「コロッケ」や「グラタン」などを販売。自
社製品のみでなく大手のOEMも請け負う。〇〇食品株式会社４

令和７年１０月１６日水産加工業。「新巻鮭」「鮭トバ」などを販売。株式会社〇〇商店５

令和７年１０月１７日
工場を建設し、食品メーカーに貸し出しを行う。また、ジャガイモ
を食品メーカーに供給することで、食品メーカーは冷凍食品などを
製造。

〇〇農業協同組合６

令和７年１０月２３日食肉処理業・食肉製品製造業。「エゾシカのジビエ」「ハンバー
グ」などを販売。〇〇食品株式会社７

令和７年１１月１３日道内外に食品加工工場を建設。食品メーカーの製品（ポテトチップ
スやポテトサラダなど）を製造。〇〇農業協同組合８

令和７年１２月９日牛乳、乳製品及び食品の製造・販売。「バター」「チーズ」などを
販売。〇〇株式会社９

令和7年度調査のヒアリング企業等一覧

２ 調査内容
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※OEM(Original Equipment Manufacturing)とは他社ブランドの製品を自社工場で生産すること
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・道内で生産された１次産品の代表作物である、ばれいしょ等の畑作物について、移出実態調査報告書から、2001年と2023年における
輸送実態の整理を行った。

・道内で製造された２次産品について、ヒアリング結果から、輸送実態の整理を行った。

２ 調査内容
（１）道内で加工した製品の道外への輸送実態

１）調査方法

○１次産品の輸送実態
２）結果

・2001年、2023年ともに、ばれいしょは、特定の地域だけではなく、全国各地に移出されている。この傾向は、畑作物（にんじん・た
まねぎ）でも同様であった。

・移出量は関東・東山が１番多く、次に北海道内が多くなっている。
・2001年と比べて、2023年は、全ての地域で移出量が減少している。

道内 146409.3
東北 12179.3
北陸 5232.8
関東・東山 148814.2
東海 20720.4
近畿 54354.6
中国 9155.6
四国 5802
九州 13820.8

馬鈴しょ 1998
道内 161456.2
東北 14325.8
北陸 15039.4
関東・東山 186022.5
東海 33465.7
近畿 62227.5
中国 18196.3
四国 7663.2
九州 15655

道内 91%
東北 85%
北陸 35%
関東・東山 80%
東海 62%
近畿 87%
中国 50%
四国 76%
九州 88%

2001年から見た2023年の移出量の割合

単位：ｔ
単位：ｔ

※移出実態調査とは北海道の農畜産物や加工食品が道外へどれくらい輸送されているかを物流面からまとめた調査



主なヒアリング結果企業・JA名番号

売り上げの７割がインバウンドであり、その内、６割は空港の国際線で販売している。沖縄から北海道まで全国の空
港の国際線の保安検査を抜けた場所で販売。お土産用菓子〇〇製菓株式会社１

消費地近辺で加工するよりも、産地の真ん中で加工して輸送した方が安い。製品の販売先は、ほとんどが本州で販売。
製品は冷凍のため配送はゆとりを持つことができるため、冬期の船の欠航は影響しない。冷凍野菜２

ポテトチップスは、空気を運ぶのと同じであるため、スナック菓子メーカーは、消費地に合わせて全国の複数個所で、
その消費地に必要な量の製品を製造・販売している。当農業組合が整備・運営する道内の工場では、スナック菓子
メーカーから製造を受注し、その製品をスナック菓子メーカーが主に北海道と東北で販売している。道内で販売する
ことを目的とした場合、道外で製造するよりも、消費地となる道内に工場を整備した方が経済的である。

ポテトチップス３

全体の売上のうち、北海道は７％、関東圏は５５％となっており、道外が圧倒的に多い。九州の輸送はコストがかか
る。冷凍食品４

自社小売店、道内外小売店（道産品アンテナショップ）で販売している。冷凍切身、トバ
製品５

供給先は、道内では、札幌・ニセコ・余市・帯広など。道外だと仙台、福島、東京、神奈川、埼玉、名古屋、富山、
金沢、大阪、京都、兵庫、広島、福岡、沖縄などに送っている。需要先としては、圧倒的に都心のイタリアンやフレ
ンチのレストランが多い。製品により冷蔵や冷凍で陸送する。

エゾシカのジビ
エ７

製品の箱サイズが重量に比して大きいため、北海道で製造し全国に運ぶとなると非効率であるため、消費地に近いと
ころで製造するのが良い。ポテトチップス

８
製品の箱サイズが重量に比して小さいため、輸送効率が良く、北海道で製造して全国へ供給している。スナック菓子

牛乳・ヨーグルトなど鮮度が求められる製品は、道内で製造後、基本的に道内に販売をしている。これらの鮮度が求
められる製品は全国数カ所の消費エリア内で製造しており、主に地場ならびに周辺地域の生乳を使用している。

牛乳・ヨーグル
トなど

９
ナチュラルチーズ・バター・練乳など製造するために多量の生乳が必要となる製品は、道内で製造後、道内分を含め
て全国へ販売をしている。

ナチュラルチー
ズ・バターなど

○２次産品の輸送実態
表１及び図１のとおり、

・鮮度が求められる製品は、消費地に近いところで生産し、近隣の消費地で販売されている。
・重量に対してサイズが大きい製品は輸送効率が悪く、販路は限定的となっている（例えば、道内で製造したポテトチップスは、道

内又は道外でも東北エリアに輸送。原料の道産じゃがいもを関東地方に輸送し、そこで製造したポテトチップスは首都圏エリアで
販売）。

・冷凍食品、重量に対してサイズが小さい製品、多量の原材料が必要となる製品などは、道内で製造後、道内だけではなく全国に販
売されている。

２ 調査内容

表１
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３）考察

２ 調査内容

図１

ポテトチップス
（重量に対してサイズが大きい製品）

→道内で製造、道内・東北で販売

牛乳、ヨーグルトなど
（鮮度が求められる製品）

→消費地で製造、消費地で販売

冷凍食品、冷凍野菜、菓子製品、ナチュラ
ルチーズ・バターなど
（冷凍食品）
（重量に対してサイズが小さい製品）
（多量の原材料が必要となる製品）

→道内で製造、道内・本州で販売

ポテトチップス
（北海道産のじゃがいもを使用）

→消費地で製造し首都圏で販売

ポテトサラダ
（北海道産のじゃがいもを使用）

→全国各地で販売。

7
基本的には消費地に近い場所で加工・販売する方がコスト面でメリットがあるが、冷凍食品、重量に対してサイズが小さい製品、多量

の原材料が必要となる製品などは原料の調達や輸送効率から北海道に優位性のある製品であり、今後、伸ばしていける分野である。



２ 調査内容
（２）農業者を支えるJA・道内中小企業の販売戦略

１）調査方法

２）結果
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道内のJAや食品関連企業へのヒアリングを行った。

・JAが行政からの補助金を活用し、工場を建設している。製造の形態は２つあり、１つ目は、業務提携業者に工場を貸し出し、
業務提携業者は工場の運営・製品の製造を行っている。２つ目は、業務提携業者からの製造委託を受けて、JAがOEM製品を製造し、
業務提携業者は、製造された製品を購入している。

・大手の倉庫を借りるため賃借料が高い。倉庫管理料が２期制のため、１５日と月末前後は入庫、集荷で混雑し、トラックの待機時間
が発生する。

３）考察
・北海道には生産能力の高い生産者を抱えているJAが多いため、JAが工場を建設し、大手食品メーカーへの工場貸し出し、OEM製

品を作るという仕組みは、安定的に農産物を買い取ってほしいJAにとっても、設備投資が抑制される食品関連企業にとっても利
益があるため、有効な手法である。

・道外で販売する場合、倉庫等の物流拠点が必要になる。北海道の食品工業は中小零細な企業が多いため、単独で倉庫を作ること
が出来ず、大手企業等の倉庫を高い料金で借りており大きな負担となっている。また、倉庫管理料が２期制のため、１５日と月
末前後は入庫、集荷で混雑し、トラックの待機時間が発生する。そのため、官民連携し、オール北海道で物流拠点を作ることは、
競争力の強化に有効と考える。

主なヒアリング結果企業・JA名番号

・農業協同組合が工場を建設し、整備・運営を行っている。
・農業協同組合は、スナック菓子メーカーからポテトチップスの製造委託を受け、生産を行っている。
・スナック菓子メーカーのメリットとして、工場整備・運営コストなし、原料輸送コスト削減、道内・道北へのPR拠点となる。
・農業協同組合のメリットとして、馬鈴薯の生産確保と生産者所得の安定・向上が図られ、生産者のための役割を果たすことができている。

３

・農業協同組合が工場を建設し、食品メーカーに工場を貸し出す。
・工場の運営、製造した製品の流通については、食品メーカーが行う。
・生産者のメリットとして、これまで、収穫時の傷打撲がある原料は、規格外品となるが、工場が町内に設置され即時加工が可能となれば、正規品として扱うことができ

る。これにより歩留率の上昇、生産者の増収が見込まれる。農業協同組合は、農家が行うジャガイモの機上選別をなくし、バラやコンテナで仕入れを行い、食品メー
カーの関連会社が選別を行うことになる。これにより、農家の人手不足の解消と作付面積と生産量の拡大が可能となる。

・食品メーカーのメリットとして、農協が工場を建設するため、投資リスクの軽減が図られる。ジャガイモの取扱量の増により、国産化が図られ、国際貿易の影響を受け
ず安定的に供給が可能となる。原料の輸送コストが下がり、コストダウンのメリットがある。

６

・加工食品を製造する工場の建設や設備の整備は、農業協同組合が行う。
・農業協同組合は株式会社○○に製造を委託し、製品を製造している。
・大手食品メーカーはOEMで製造されたものを購入する。

８

・倉庫に商品を納入した際、商品の名義を受け取る社の名義に変更する場合と変更しない場合がある。名義を変更しない場合は、倉庫代を当社が負担することとなる。大
手の倉庫を借りるため高い。倉庫管理料が毎月１～１５日、１６日～月末のため、毎月１５日と月末前後は、入庫、集荷で混雑し、トラックの待機時間が発生する。

４

※歩留率とは投入した原材料や資源に対して、最終的に完成した「良品」の割合を示す指標
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２ 調査内容
（３）道内での加工割合（道産農産物の利用方法（加工用）の経年変化）

１）調査方法

２）結果

玉ねぎは、加工の道内向け移出量
は近年増加傾向だが、割合は増えて
いる傾向にはない。
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ばれいしょは、加工の道内向け移
出量・割合ともに増えている傾向に
はない。

道産農産物について、北海道内で加工されている数量が増加しているかどうかを把握するため、移出実態調査をもとに、生産量及
び全国シェア率の高い道産農産物（ばれいしょ、玉ねぎ、にんじん、かぼちゃ）の移出数量の経年変化（1995年～2023年）を整理
した。
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３）考察
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にんじんは、加工の道内向け移出
量は増えている傾向にはないが、割
合は若干の増加傾向にある。

にんじん

かぼちゃは、もともと加工の道内
向け移出量・割合が多い。

かぼちゃ

・生産量及び全国シェアの高い、ばれいしょ、たまねぎ、にんじん、かぼちゃについて、道内の加工向けに移出されている量や
割合から、作物別に道内の食品工業の伸長について検討した結果、もともと道内向け移出であるかぼちゃを除けば、加工は特
に伸びている傾向にはない。

・全体的に道内での加工が増えていないことは、北海道の食品工業の付加価値率が低く推移していることと符合すると考えられる。
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２ 調査内容
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２ 調査内容
（４）北海道型の加工工場の特徴（近年の工場整備の動向、裾野産業の数等に注目）

１）調査方法

JA連携型
・カルビー（東京）は2025年1月23日、北海道のJAしれとこ斜里産ジャガイモを使用した

冷凍食品事業に参入すると発表した。加工ポテトを製造する施設をJAが新設し、27年度
中の操業開始を目指す。運営は同社が行う。原料ジャガイモの調達体制を強化するとと
もに、輸入が多くを占める加工ポテト市場で、国産のシェアを奪還する。

・食品大手カゴメ（愛知県）は2025年5月27日、千歳市にトマトを1次加工する新工場の
建設用地を取得すると発表した。土地の取得額は約４億円で、2026年7月ごろに着工、
28年8月ごろの稼働を目指す。新工場では年間約４千～６千トンのトマトを1次加工し、
トマトジュースや野菜ジュース、トマトソースなどの原料となるペーストやピューを
製造する。

・食品スーパー「ロピア」を札幌市内で展開するOIC（オイシー）グループ（神奈川県）
は2025年12月22日、水産最大手のマルハニチロ（東京）が帯広市で運営する食肉加工
事業を2026年4月に買収すると発表した。店舗拡大を進める北海道で、地場産牛肉を低
価格で安定的に供給する狙い。今回取得するのは、マルハニチロが道内外の量販店向
けに道産牛肉の1次加工を手がけている十勝加工場。

1次加工場建設型

・コープさっぽろの傘下入りした食品加工会社「クレードル興業」（札幌）が、喜茂別
工場の農産物缶詰製造ラインを更新し、トウモロコシなどの缶詰の増産を図る。投資
額は6億600万円で、2025年7月下旬にも改修工事を終える予定。同工場の主力商品は、
トウモロコシを使ったスイートコーンの缶詰。クレードル興業、1932年に喜茂別に設
立されたホワイトアスパラの缶詰製造会社が起源で、旧会社が経営に行き詰まったた
め、コープさっぽろが設立した同名の新会社に2023年に事業譲渡された。

・明治ホールディングスは、事業子会社「明治」（東京）の新工場を中標津町に建設す
るとともに、生産体制再編する。工場は2027年春の創業を目指し、脱脂濃縮乳、脱脂
粉乳、乳たんぱく質、クリーム、バターなどを生産する。新工場の建設により、道東
地域の生産体制の見直しも行われる。1968年操業の西春別工場と、1972年操業の本別
工場の２工場は、老朽化により2027年に閉鎖され、新工場に再編される。

老朽化した工場の事業承継・統廃合型

２次加工場建設型
・業務用冷凍コロッケ製造大手ちぬやホールディングス（香川県）は、冷凍食品製造の

北海道加ト吉（赤平市）を2026年4月に買収し、同社の赤平工場を引き継ぐ形でコ
ロッケ製造を始める。ちぬやホールディングスの主力のコロッケは本社工場でのみ製
造している。道内にも製造拠点を設け、東日本での出荷をスムーズにする。

道外の技術とりこみ型

・幌加内町の第三セクターほろかない振興公社は、そばの製麺工場を町有地に新設する。
2027年度に完成予定。生や半生、乾麺を製造する。乾麺製造で定評のある長野市の
メーカー「おびなた」の技術協力を受ける。乾麺に限れば現在の年間3万袋から108万
袋へ大幅増となる。農林水産省からの補助を前提に、事業費は町が公社に補助する。
市町村別でソバの生産量日本一を誇る同町だが、製粉業者が製麺を町外に委託する
ケースが多い、また、十割ソバの乾麺は北海道外の業者に製造を委託していた。

２）結果
○近年の工場整備の動向

新聞記事をもとに、近年の道内への工場整備の動向を調査した。また、生成AIを使用し、裾野産業の数等に注目した。

企業が北海道に工場を整備する動向について、新聞記事をもとに整理したところ、次のとおり、５つの型に分類が分けられるこ
ととなった。

※裾野産業とは最終製品を製造・組み立てるメーカーに対して、多種多様な原材料等を供給する産業の総称



域際収支が低い部門
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２ 調査内容
○裾野産業の数等に注目

※出典：北海道開発局「令和２年北海道産業連関表」より

畜産食料品
水産食料品
パルプ・紙

機械
化学製品

その他の飲食料品

域際収支が高い部門

令和２年 北海道産業連関表より、「産業別輸移出額、輸移入額、域際収支（38部門）」の内、製造に関する部門
（06畜産食料品～23その他の製造業）から、域際収支が高い部門と、低い部門を数値の高い順に３部門ずつ抽出した。

※輸移出額･･･ここでは北海道で生産された製品・サービス等が道外
(海外を含む)へ販売された金額の合計

※輸移入額･･･ここでは北海道において道外(海外を含む)から購入、調
達した製品・サービス等の金額の合計
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２ 調査内容

３）考察

やや狭い・狭い中程度広い・やや広い

畜産食料品
水産食料品パルプ・紙＋

黒字
収支

その他の飲食料品化学製品
機械

－
赤字

菓子製造業（地域ブランド菓子）
酒類（ワイン・クラフト）

北海道で成長して
いる食品工業

裾野産業の広さ

２）結果

抽出した部門について、生成AIを使用し、北海道の製造業における裾野産業の広さを３つ（広い・やや広い、中程度、やや狭い・狭い）
に分けた。

また、同手法により、北海道で成長している食品工業（菓子製造業（地域ブランド菓子）、酒類（ワイン・クラフト） ）の裾野産業の広
さを調査した。

・北海道で収支が高い産業（畜産食料品、水産食料品、パルプ・紙）は、裾野産業の広さが「中程度」「やや狭い・狭い」である。
また、食品に関する部門（畜産食料品、水産食料品、その他の飲食料品）は、「やや狭い・狭い」であった。

・北海道で成長している食品工業の裾野産業は、「中程度」であった。

・北海道の産業は、第２次産業の割合が全国に比べて低いことから、産業の集積が進んでおらず、裾野産業の広さもせまくなってい
ると考えられる。収支が高い産業の裾野産業の広さが「中程度」「やや狭い・狭い」となっていることは、その証左と考えられる。

・また、北海道で成長している食品工業である菓子製造業（地域ブランド菓子）、酒類（ワイン・クラフト）の裾野産業の広さ
も「中程度」である。

・このことから、当面、北海道は裾野産業の「中程度」「やや狭い・狭い」の産業を伸ばしていくことが有効ではないか。



14

３ 考察、結論
企業へのヒアリング、産業連関表、移出実態調査、新聞記事等による調査の結果から次のとおり考察を行った。

・基本的には消費地に近い場所で加工・販売する方がコスト面でメリットがあるが、冷凍食品、重量
に対してサイズが小さい製品、多量の原材料が必要となる製品などは原料の調達や輸送効率から北
海道に優位性のある製品であり、今後、伸ばしていける分野である。

道内で加工した製品
の道外への輸送実態（１）

・北海道には生産能力の高い生産者を抱えているJAが多いため、JAが工場を建設し、大手食品メー
カーへの工場貸し出し、OEM製品を作るという仕組みは、安定的に農産物を買い取ってほしいJAに
とっても、設備投資が抑制される食品関連企業にとっても利益があるため、有効な手法である。

・道外で販売する場合、倉庫等の物流拠点が必要になる。北海道の食品工業は中小零細な企業が多い
ため、単独で倉庫を作ることが出来ず、大手企業等の倉庫を高い料金で借りており大きな負担と
なっている。また、倉庫管理料が２期制のため、１５日と月末前後は入庫、集荷で混雑し、トラッ
クの待機時間が発生する。そのため、官民連携し、オール北海道で物流拠点を作ることは、競争力
の強化に有効と考える。

農業者を支えるJA、
道内中小企業の販売
戦略

（２）

・生産量及び全国シェアの高い、ばれいしょ、たまねぎ、にんじん、かぼちゃについて、道内の加工
向けに移出されている量や割合から、作物別に道内の食品工業の伸長について検討した結果、もと
もと道内向け移出であるかぼちゃを除けば、加工は特に伸びている傾向にはない。

・全体的に道内での加工が増えていないことは、北海道の食品工業の付加価値率が低く推移している
ことと符合すると考えられる。

道内での加工割合
（道産農産物の利用
方法（加工用）の経
年変化）

（３）

・北海道の産業は、第２次産業の割合が全国に比べて低いことから、産業の集積が進んでおらず、裾
野産業の広さもせまくなっていると考えられる。収支が高い産業の裾野産業の広さが「中程度」
「やや狭い・狭い」となっていることは、その証左と考えられる。

・また、北海道で成長している食品工業である菓子製造業（地域ブランド菓子）、酒類（ワイン・ク
ラフト）の裾野産業の広さも「中程度」である。

・このことから、当面、北海道は裾野産業の「中程度」「やや狭い・狭い」の産業を伸ばしていくこ
とが有効ではないか。

北海道型の加工工場
の特徴（最近の工場
整備の動向、裾野産
業の数等に注目）

（４）
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今回の結果等を踏まえ、来年度（令和８年度）は以下について調査する予定。

４ 来年度の調査について

・基本的には消費地に近い場所で加工する方がコスト面でメリットがあるが、冷凍食品や
重量に対してサイズが小さい製品などは北海道に優位性のある輸送効率が良い製品であ
り、今後、伸ばしていける分野であることが分かった。ただし、ヒアリング数が限られ
ることから、追加のヒアリング調査を実施し、より細やかな考察や検討を行う。

・北海道では、JA（施設製造）と企業（OEM等）の連携が有効な手法であることが分かっ
たことから、全道の農協へ当該手法を情報提供するのと併せて、当該手法の意向等を聞
き取り、横展開の可能性を検討する。


